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本日の評価方法等について 

（第三部会） 

 

１ 評価の対象 

平成３０年度新規事項立て研究課題 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」、「国土

交通省政策評価基本計画」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価を行い、評価

結果を研究の目的、計画の見直し等に反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、国総研として実施すべき

か、事前評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行います。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）研究課題の説明（１０分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明 

 

（２）研究課題についての評価（20 分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論 

※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

② 審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、主査に総括を行っていた

だきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、後日、主査名で評価結果

としてとりまとめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記するものとします。 
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（参考）研究評価委員会分科会（7 月開催）の開催日程  
○第１回 国総研研究評価委員会分科会（第一部会） 

平成２９年 7 月１１日（火）  １３：００～１５：００ 於：TKP 神田ビジネスセンター  

  

○第２回 国総研研究評価委員会分科会（第二部会） 

平成２９年 7 月１１日（火） １５：００～１７：００ 於：TKP 神田ビジネスセンター  

  

●第３回 国総研研究評価委員会分科会（第三部会） 

  平成２９年 7 月２６日（水） １３：１０～１４：３０ 於：TKP 神田ビジネスセンター  
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研究概要書：大規模地震時の港湾施設の 

即時被害推定手法に関する研究 
 

研 究 代 表 者 名：港湾研究部 港湾施設研究室長 宮田正史 
関 係 研 究 部：港湾研究部 
研 究 期 間：平成３０年度～平成３２年度 
研究費総額（予定）：約３５百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 

 

１．研究開発の概要 

 大規模地震発生直後に、広域に位置する多数の港湾における多数の係留施設の被害程度を短時間で推定す

るとともに、緊急物資輸送等の搬出入に利用できる可能性の高い係留施設を一定の精度で抽出することがで

きる手法（即時被害推定手法）を確立する。 

 

２．研究開発の目的・目標 
 本研究では、大規模地震を対象とした港湾施設（係留施設）の即時被害推定手法を確立することを目標と

している。研究成果を実用化することにより、港湾防災部局（国土交通省港湾局、全国の港湾管理者等）が、

現地からの被害報告が入る前に、広域にわたる港湾の被災範囲や各港湾における係留施設の被害程度の推定

結果を活用し、手戻りの少ない初動体制や対応方針を速やかに決定できるようにすることを目的としている。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
 東南海・南海地震など、多数の港湾で同時に甚大な被害をもたらすような大規模地震が発生した場合、港

湾防災部局（国土交通省港湾局、全国の港湾管理者等）は現地からの被害報告がほとんどない中で、被害調

査の優先順位、航路啓開・緊急物資輸送径路、利用可能な係留施設を想定しつつ、初動体制や対応方針を短

時間で決定する必要がある。しかしながら、地震が夜間に発生した場合や、余震や津波により現地港湾に近

づけない場合は、地震直後の現地被害情報の入手は困難である。 

このため、短時間で初動体制や対応方針を速やかに決定するためには、多数の港湾における多数の係留施

設の被害程度を短時間（１５分程度）で推定し、かつ緊急物資輸送等の搬出入に利用できる可能性の高い係

留施設を一定の精度で抽出できる技術が必要である。 

 

（効率性） 
 国総研港湾研究部は、港湾施設の耐震設計基準の策定及び全国港湾のレベル 1地震動の設定や、港湾の地

震・津波被害調査や被害調査資料の取りまとめを行っており、今までに蓄積してきた各種のデータや高度な

技術的知見を用いることで、効率的な研究が可能である。また、国土交通省港湾局の防災担当部局等と連携

を図ることにより、実効性の高い成果を得ることが可能である． 

 

（有効性） 
 本研究成果を実用化することで、国有施設や耐震強化岸壁が存在しない多数の中小規模の港湾も含めて、

全国の係留施設の被害程度を短時間で推定することができるようになり、港湾分野における大規模地震に対

する迅速な意志決定と災害対応の実現を図ることができる。
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●研究の実施体制 

・実効性の高い成果を得るため、本省港湾局、地方整備局、港湾管理者に対してヒアリング等を実施する。 

・また、地震動サイト特性の高精度化、係留施設の地震被害程度の簡易推定手法の検討については、港

湾空港技術研究所等と連携して実施する。 

 

港湾空港技術研究所等

研究機関

地方整備局

港湾管理者

研究連携・ヒアリング
成果の提供

ヒアリング
成果の提供 成果の提供

国総研

国土交通省港湾局

研究連携

学会等

 
 

●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分（目標、テーマ、分野等）

実施年度 研究費総額

Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 研究費配分

（研究費［百万円］） 約１５ 約１０ 約１０ 約３５

① 基本情報の整理 約２

② 地震動サイト特性評価の高精度化の検討 約１８

③
係留施設の地震被害程度（係留施設の利用可
否）の簡易推定手法の検討

約１１

④
係留施設の即時被害推定システムの概念設計

及び活用方策の検討
約４
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研究課題名① 大規模地震時の港湾施設の即時被害推定手法に関する研究 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○本研究は，喫緊の課題への対応を効率的に図るという点で社会的・経済的意義が大きく，か

つ，これまでの技術的蓄積と現有のシステムを適切に組み合わせて実施する点で計画･実施

体制の妥当性も高いと判断されます． 

 

○研究経費面の根拠が事前配付資料のみからは読みとりがたいという点がやや気になりまし

たが，しかるべき成果が期待できる研究であるものと考えます． 
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